
 

 

東日本大震災に係る被災代替住宅用地特例適用申告書 

令和  年  月  日 

納
税
義
務
者 

住所(所在地) 
 

氏名(名称)  

電話番号  

 

被災住宅用地の代替として、下記の土地を取得したので、地方税法附則第５６条（第

１０項・第１３項）の規定により申告します。 

１ 被災住宅用地 

１ 

所在  地積(㎡)   

災害発生年の 1 月 1 日における所有者 
住所 

(所在) 
 氏名 

(名称) 
 

２ 

所在  地積(㎡)   

災害発生年の 1 月 1 日における所有者 
住所 

(所在) 
 氏名 

(名称) 
 

３ 

所在  地積(㎡)   

災害発生年の 1 月 1 日における所有者 
住所 

(所在) 
 氏名 

(名称) 
 

２ 代替住宅用地                 令和  年  月  日取得 

１ 

所在  地積(㎡)   

住所  氏名  
 (所在)  (名称)  

２ 

所在  地積(㎡)   

住所 
(所在) 

 氏名 
(名称) 

 

※添付書類：市外から転入の場合は、名寄帳等（被災住宅用地がわかるもの）・罹災証明書等が必要です。 

※「被災住宅用地」とは、東日本大震災により滅失（流失）し、又は損壊した家屋、及び警戒区域設定指示区域

内に所在した家屋の敷地の用に供されていた土地で、地方税法第３４９条の３の２（住宅用用地）の規定の適用

を受けたものをいう。 

※「代替住宅用地」とは、被災住宅用地に代わるものとして取得した土地をいう。 

※特例の適用要件については、裏面をご覧ください。 

個人番号又は法人番号              

      事務処理欄 
課長 課長補佐 課長補佐 係長 係員 受付 確認 入力 

        

 

相馬市長   



◎ 特例の内容と適用要件（地方税法附則第５６条第１０項及び第１３項） 
 

１ 特例対象者 

⑴ 被災土地の所有者（被災土地が共有物件の場合は、その持分を有する者） 

⑵ 被災土地の所有者に相続が生じた時の相続人 

⑶ 被災土地の所有者と３親等内の親族で、その土地に新築される家屋に同居する予定であ

る者 

⑷ 被災家屋の所有者に合併が生じた時の合併後存続する法人、合併により設立された法人

又は分割承継法人 

 

２ 被災土地要件 

東日本大震災により滅失（流失）し、又は損壊した家屋の敷地、及び警戒区域設定指示区

域内に所在した家屋の敷地の用に供されていた土地で、地方税法第３４９条の３の２（住宅

用地）の規定の適用を受けたもの。 

 

３ 対象土地要件 

被災土地の代替として取得した土地 

 

４ 取得期間 

平成２３年３月１１日から令和８年３月３１日までの間に取得された土地 

 

５ 特例の内容 

被災住宅用地の面積相当分について、固定資産税が取得の翌年から３年間住宅用地の特例

が受けられます。 

 

※住宅用地の特例とは 

家屋（住家）の床面積の１０倍までの面積の範囲内で、課税標準額が住宅１戸あたり２００㎡

まで６分の１となり、２００㎡を超えるものについては、３分の１の特例となります。 


